
第 7章　太陽光発電システム概論

1．日本における太陽光発電システム導入状況　

(1) 太陽光発電システムの分野別導入実績（累積）

  これまでの経緯をみると、我が国の太陽光発電システムの導入は主に政府の導入促進政

策により牽引され着実に拡大してきた。2009 年までの導入実績をみると、全体の 96％を

個別分散型系統連系利用のシステムが占め、系統連系せずに独立型で運用する例は住宅用、

非住宅用合わせてわずか 3.6％に止まり、いわゆるメガソーラー型は 0.4％にすぎなかっ

た。

　この傾向を逐年でみると、2005 年度の住宅用太陽光発電システム補助金打ち切りで、

それまでの導入の勢いが弱まったものの、システム価格の低下によって、補助金なしでも

普及していく素地ができつつあった。

　2008 年からは補助金が再開され、さらに 2009 年度の余剰電力買い取り制度開始により、

再び住宅用太陽光発電導入はブームとなり、海外からのパネル流入も増大した。

　　　

2009 年末までの累積導入量

2009 年までの単年導入量 (単位ＭＷ )

　政府や地方自治体等の助成制度に支えられ、システム価格の低減と計画的は導入戦略、

住宅メーカーや量販店での営業活発化も加わり、住宅用のシステム市場は今後急拡大が続

くとみられている。

　しかし、海外に比べて発展途上である中規模～大規模システムの市場は、2010 年度の

新エネルギー事業者支援制度や地域新エネルギー導入促進制度の終了に伴い、導入にブ

レーキがかかる恐れがある。ただ 2012 年からは全量買取制度がスタートしたので、42 円

という買取り価格のもとで、公共や産業用、さらには売電だけが目的のメガソーラープロ

ジェクトが急拡大する傾向がみえる。

　問題は 2013 年度以降の買取り価格であり、システム価格が低下する以上に買取り価格

がさがると、大規模事業の増加率は漸減する恐れもある。あくまで民間事業であるので経

済性の確保がどの程度できるかが普及拡大のポイントである。
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(2) 太陽光発電システムの主体者別導入実績

　主体者別の導入の傾向をみると、新エネルギー財団を中心とする住宅向けのシステムが

全体の伸びをけん引してきていることが分かる。2000 年以降、市場での普及の先兵役で

あったＮＥＤＯのフィールドテスト事業は、データの集積を通じてシステムの一般市場へ

の普及を促進させたが、この事業も 2009 年には終了し、主役は住宅用に完全に移ってき

ている。

　今後は未利用地でのメガソーラーや自治体等の屋根貸し事業など、一般市場の拡大が予

想される中、普及を妨げる従来の規制がどう緩和されるかに注目が集まっている。

　　　　　　　　（注）すべて 2010 年度　出展：経済産業省「エネルギー生産・需給統計年報」

図３　原油・石炭・天然ガスの輸入比率 1次エネルギー総供給構成比
　　　出展：経済産業省「エネルギー生産・需給統計年報」2010 年
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主体者別、太陽光発電システム導入状況
（単位 kW）



2．太陽光発電システムの設置価格推移と今後の見通し

（出典：経済産業省：太陽光発電システム等の普及動向調査）

　住宅用太陽光発電システムのシステム価格を、2010 年の補助金交付申請データからま

とめたものが公表されている。

　過去からの推移では、2009 年度の住宅用太陽光発電システムの価格は、2003 年から

2008 年までは下げ止まりの傾向がみられるが、2010 年にかけては価格は急速に低下した。

その背景にはシリコンの需要ひっ迫にともなうコスト増加が価格の下げ止まりの要因に

なったが、その後は円高と安価な中国製等のパネル価格の低下に押される形で価格低下が

加速化した。さらに政府の補助金に格差をつけ、安いシステム価格ほど補助金を多く出す

という逆張り的な政策により市場価格の低下を支援した効果もある。

2010 年 4 月～ 12 月、住宅用太陽光発電システム価格、新築＋既築

2010 年 4 月～ 12 月、住宅用太陽光発電システム価格、【新築の場合】

2010 年 4 月～ 12 月、住宅用太陽光発電システム価格、【既築の場合】

住宅用太陽光発電システム平均価格のトレンド (万円 /kW・税抜き )
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・2010 年度は 4月～ 12 月の実績
・2009 年度までは補助金交付申請完了の位置付け、2010 年度は 4～ 12 月の交付申請データに基
　づく分析。
・出典：経済産業省：太陽光発電システム等の普及動向調査のデータを編集



　なお、新築住宅のシステム価格が安くなる要因としては、新築住宅全体のコストに太陽

光発電がどう位置づけされているか、換言すれば住宅コストの原価構成でやや恣意的に太

陽光の部分を安く設定し、採算性を見かけ上よくするといった営業戦略的要素もみられる。

「わずか 5年で回収できます」といった広告宣伝や、「わが社の太陽光発電は、住宅と同時

に契約することが条件です」といった営業方針にはそれが如実に現れていると考えられる。

　以下のデータは施主が民間事業者と自治体等の場合の比較であるが、一般的傾向として

は自治体等での導入の方が周辺コストの関係で高くなる。民間の場合は経済性を重視する

ので、前もって周辺整備を行い、無駄のない投資を心がけるからである。工事費の比較を

みればその点が窺い知れるであろう。

非住宅用太陽光発電システム価格（22 年度、民間事業者の場合）

　(単位：千円 /kW　　補助金交付申請時野データ )

出典：新エネルギー導入促進協議会

非住宅用太陽光発電システム価格（22 年度、自治体等の場合）

(単位：千円 /kW  補助金交付申請時のデータ )

出典：新エネルギー導入促進協議会

　住宅用太陽光発電システムの価格は急速な需要拡大に伴う量産効果、原材料価格の低下、

さらには施工ノウハウの普及があり、新築住宅、既存住宅用ともに価格低下は進むと考え

られる。

　システム価格の 50％は太陽電池本体が占めており、パネルの価格低下が今後を占うポ

イントになる。その点で海外製の安いパネルの流入がその傾向を加速させるのかが懸念さ

れるが、大手電気設備企業の多くがそれを取り込み、競争激化で採算が悪化しているシス
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テム事業の立て直しに役立てている面も否定できない。

　そのほかの傾向としては、業界における工事の標準化指導で、据付工事の面でエンジニ

アリングが改善し、周辺機器の合理的システム化を促すので、この点からもシステム価格

の低下が見込まれる。

　ただ、住宅用は今後設置条件の良くないサイトでの普及が進み、コスト削減効果が小さ

くなるという懸念もあるが、施主側の採算性の確保が下支えになり、コスト増が価格に反

映されてこないという見方もある。家庭用システムは標準化が進み「一物一価」の様相も

あり、競争社会ではコストと価格は必ずしもリンクしない。

3．太陽光発電システムの構成（様々な類型）

  (1) 太陽電池モジュールと太陽電池アレイ

　　　　太陽電池は太陽電池セルが最小単位となる。10cm 角、12.5 ㎝角、15 ㎝角等の板

状で、1枚では電圧が 0.5V と低いのでセルを数十枚直列に接続し、耐候性パッケー

ジに収納して太陽電池モジュールとして使用する。アモルファスや化合物系のよう

にセルの集合体の様相を示さないものもある。

　　　　太陽電池モジュールは 1枚が 20V ～ 50V 前後なのでこれを直接つないで所定の電

圧（たとえばパワーコンディショナ入力電圧）にまで高めたひとつのブロックをス

トリングと呼び、ストリング複数で構成されたものを太陽電池アレイと呼んでいる。

　　　　実際に目にする中規模以上の太陽電池はこのアレイが数列配置されたものであ

る。

　　　　なおパワーコンディショナには、複数のストリングスからの直流電力を接続箱で

ひとつにまとめて入力する。

　　　　一例を挙げると、たとえば発電出力 12kW の太陽光発電システムを構成する場合、

　　　　　・出力 250W のモジュールを 8直列につないで１ストリングスを構成

　　　　　・この電力を接続箱の 1回路に接続

　　　　　・このストリングスを 2～ 6列並列につないで、接続箱の 2～ 6回路に接続

　　　　　・この接続箱からまとまった電力をパワーコンディショナに送る

　　　　　・250W × 8 × 6 で合計出力は 24kW になる

　　　　また以下の図には、モジュールの配線例を挙げた。モジュール同士を二つの繋ぎ

方で例示した。問題はパネルに木の影等が掛かる場合、左側の配線例では影の影響

が出るが、右側の配線例の場合は影響が少なくなる。パネルの設置場所を検討する

場合、考慮しなければならない。ただしこれはパネルが結晶系の場合であり、化合

物系の場合は別である。
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　(2) 太陽光発電システムの基本構成

　　　　家庭用太陽光発電システムは、屋根などに据え付けた架台にモジュールのパネル

を配備したアレイ、アレイからの電力を接続箱を介して接続してあるパワーコン

ディショナ、更に交流側に設置される交流側開閉器、商用電力と太陽光発電とが交

わる分電盤、商用電力用の電力量計（積算電力計）、余剰電力積算の電力量計等で

構成される。系統連系上の保護装置は低圧連系なので厳しさは少なく、パワーコン

ディショナに装着済みになっている

　　　　産業用は高圧受電なのでさらに受変電設備や系統連系保護装置等が加わる。

　(3) 太陽光発電システムの構成の類型 (例示 )

　　　　以下にいくつかの構成例を挙げる。摸式図で示したので、蓋然的な図になってい

る。アレイの規模とパワコンの組み合わせはサイトの事情により、電力の利用目的

により、電力利用のリスク回避方針により、メンテナンス対策により、電力利用の

分散性により様々であり、規則的なものはないが近年太陽光発電を安全に、安定的

に、多目的に運用する傾向が出てきているのでバリエーションは増えてくるだろう。
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モジュール配線、二つの例
出展：ＮＥＤＯ太陽光発電導入ガイドブック



　　

　上掲は 3系列のアレイごとにパワコンを繋いでパワコンを経由した電力は一本化

して運用するケースで 3系列のパネルの仕様がメーカーごとに異なり、それぞれ独

自のパワコン使用を推奨された場合や、図には記載していないが 3 系列の電力を

夫々独自の仕様で利用する場合などにこの類型が採用される。パネルとパワコンの

相性問題はよくあり、留意すべき点である。

図６　米国で新設された風力発電所の発電能力
　　　出展：世界風力エネルギー協会 (Global Wind Energy Council)
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類型Ａ：アレイ独立型、一括系統連系運用の類型



　　　　

　上掲はアレー群（2 群）が別々の場所に分散配置になった場合で、全体を集合さ

せるとパワコンが大型になり、万一の場合にすべてがダウンする恐れがある。リス

クを分散することと、大型パワコンが「特注」になり設備費用の割高を避けること

を目的にこの類型が考えられる。交流に変換したあとは統合して一括系統に連係さ

れる。
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類型Ｂ：アレイ群単位別電力変換＆統合系統運用の類型



　　　　

　上掲はもっとも単純な使い方の例で、アレイごとにまとめた電力を集合盤で一本

にまとめて 1台のパワコンに繋ぐやり方で、パワコンの仕様と価格次第ではこの類

型が比較的経済的である。パワコンは大型化すると量産品に比べて割高になる傾向

があり、また運用上のリスクもあることからサイズには限界がある。

　　　　

　上掲は集合住宅メーカーが『太陽光発電付き集合住宅』でＰＲしている方式で入

居者が電力会社と個別に受電契約を交わし、戸建ての場合と同じように余剰電力を

売電できるように配備した例である。パネルは屋上に設置され、太陽光発電を導入
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類型Ｂ：アレイ群単位別電力変換＆統合系統運用の類型

類型Ｄ：世帯別管理・集合住宅でのパネル集中配備の類型



できない集合住宅入居者に導入の機会を与えることができる。

　　　　

　上掲は防災型を合言葉にした「蓄電池併設型」の例で、外部電源喪失の場合は、

最小限の電力供給ができるよう比較的大容量の蓄電池を併設するもの。パワコンは

外部電源が喪失すると一般には運転が止まるが、蓄電池の電力をパワコンの機能を

生かして非常用電気設備に利用することはできる。ただし既存の配電線網には繋げ

ない。パワコンには充放電制御システムが組み込まれていて「双方向型パワコン」

と呼ばれている。最近はパワコンに接続箱の機能まで取り入れた機種も登場してい

る。
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類型Ｅ：蓄電池併設・双方向型パワコン採用の類型



　　　

　上掲は下水処理施設の平坦な上屋を利用した大規模太陽光発電導入の例であり、

パワコンは経済性を考え 50kW で統一してあるが、最近はより大型で経済性に優れ

た機種の商品化が進んでいるため 100kW × 5 台とか 250kW × 2 台といった配備も可

能になっている。最近はパワコンに接続箱の機能まで取り入れた機種も登場してい

る。
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類型Ｆ：大規模導入の類型



　　　　

　上掲は駐車場の屋根を利用してパネルを設置し、その電力をＥＶ用充電ステー

ションで利用しようとする近未来型のシステム構成例である。近年自治体等による

公共施設の『屋根貸し事業』が話題になっているが、ＥＶ普及とともに駐車場での

屋根利用形態として注目されよう。

4．太陽電池の種類と特徴

　以下に現時点で登場している太陽電池の特徴などを掲載する。昨今は新聞紙上などで変

換効率を飛躍的に高めた新構造の太陽電池が登場し紹介されているが、いずれも基礎研究

か、研究開発段階であるので、ここには掲載しなかった。
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太陽電池の種類と特徴

類型Ｇ：駐車場屋根にパネル設置でＥＶ充電ステーション
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三洋電機の製品はパナソニック製品と統合
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太陽電池の形状 (一例 )



5．パワーコンディショナの仕組みと選定

　パワーコンディショナは、太陽光発電の直流電力を交流に変換するインバータと系統と

の連系を安定的に行うための系統連系保護装置で構成されている。

　【インバータ】

　電力は通常は交流電力を利用するが太陽電池からの出力は直流であるので、一般に利

用するには直流を交流に変換する必要がある。これを行うのがインバータである。

　インバータはこの電力変換部だけではなく、周波数、電圧、電流，位相、無効電力、

同期出力電力の質等を制御している。

　　自動運転停止機能

　日の出から日の入りまでの日射強度条件に合わせて、太陽電池出力をできるだけ有

効に取り出せるよう自動的に運転を開始し、自動的に停止する機能。

　　最大電力追従制御（ＭＰＰＴ）機能

　太陽電池の温度変化や日照強度の変化に伴う出力電圧や出力電流の変動に対して、

太陽電池の動作点が常に最大出力を追従して、太陽電池出力が最大限になるよう制御

する機能。

　　単独運転防止機能

　太陽光発電電力はインバータを介して系統といつも連系して運用されているが、系

統に事故などが起きた場合、太陽光発電が単独運転の状態になり、太陽光の電力が系

統に逆流すると、系統の保守要員に危険が及ぶ。これを防止するために、連系点の異

常を察知して連系を遮断する機能と、印加電圧が同じで異常が察知できない場合でも

能動的に働きかけて事故を察知し連系を遮断する機能の両方を持つ。

　　自動電圧調整機能

　余剰電力を系統に逆流する場合、連系点の電圧が上昇して、系統の電力電圧運用範

囲を超える可能性が生まれる。系統の電圧を安定させるために自動的に電圧の上昇を

抑えて連系動作を行う機能。

　　異常時の解列、停止

　その他構成システム機器に異常が生じた場合にインバータを停止させる機能。

　　その他

　また万一システムが故障しても、太陽電池の直流分が系統の配電線に流入しないよ

うにしなければならない。直流分が系統に流れると柱上変圧器に異常が生ずるといわ

れている。以前は絶縁変圧器をシステムに組み込んで、これで太陽電池側と系統側が

変圧器によって絶縁していたが、最近は 10kW クラスのパワーコンディショナではト

ランスレス方式が多数登場している。

　【系統連系保護装置】

　系統連系保護装置は、系統側やインバータ側の異常を検出してインバータを停止させ

るとともに、系統との連系を素早く遮断することにより、系統側の安全を確保すること
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を目的にした装置である。

　一般的な機能としては、周波数の変動の検出、電圧の過不足の検出、地絡の検出、単

独運転の検出等があり、これらは ｢系統連系規定 ｣に細かく規定されており、パパコン

メーカーはいずれもこの規定に沿った製品を市場に出している。

　【双方向型】

　最近防災機能を謳ったパワーコンディショナが登場している。災害時にも必要最小限

の電力を確保するために蓄電池を併設し、パワーコンディショナに蓄電池への充放電機

能を持たせ、災害時に太陽光発電と蓄電池の組み合わせから自立運転ができるようにし

た装置である。

　以下にパワーコンディショナの基本回路を掲載した。独立運用機能と自立運用機能を

もった例である。

　　　　図で、接続箱がパワコンの基本構成から切り離してあるが、最近のパワコンは接

続箱までをシステム化して製品化している例が目立っている。　　　

　　　　また最近は『見える化システム』導入例が多くなっていることに対して、パワコ

ンの内部にインターフェース・ボード（基盤）を設け、外部からのデータとともに

太陽光発電システムの運用状況をモニタリングできるようになってきた。

6．防災対応型としての蓄電池

　震災以降、外部電源喪失に備えた緊急用電力ライフライン整備のニーズが生まれ、蓄電

池への関心が高まってきた。再生可能エネルギーの中でも特に太陽光発電システムへの併
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設例が目立ってきているので、ここでは蓄電池を概観してみることにしよう。

　(1) 一般論

　使い捨て電池を一次電池、充電して再利用できる電池が二次電池であり、この二次

電池を蓄電池と呼んでいる。なお燃料電池は「電池」ではなく、水素と空気中の酸素

で発電する発電機である。内部構造のスタックに電池のイメージがあり、「電池」になっ

たとの説がある。

　使い捨ての電池は正極から負極へ一方的に電流が流れる（電子の流れは逆）が、蓄

電池は電解液（鉛蓄電池であれば希硫酸の水溶液）に浸した正極と負極の間を電気を

伝導するイオンが往復することで、負極から正極へも電流を流し（電子は正極から負

極へ）、電源から充電することができる。

　スマホやタブレット等の電源として小型の製品が普及しているが近年、家庭用や事

業所用に大型の定置型とよぶ蓄電池が増えてきた。

　実は以前にも風力発電の出力安定化用に大型蓄電池利用の実証試験が国の事業とし

て行われていたが本格的な普及には至っていなかった。　　

　経済産業省は今後、携帯用などの小型蓄電池よりも、電力の系統連系をスムースに

行うための需給安定化システムとして中規模～大規模の蓄電池が大きく伸びるとみて

いる。

　(2) 各蓄電池の比較

　蓄電池は電極に使用する物質によって特徴が異なってくる。現在市場に登場してい

る蓄電池は次ページの表にあるように鉛、ニッケル水素、リチウムイオン、ナトリウ

ム硫黄（ＮＡＳ）の 4種類であり、他は実用化手前の状況にある。このほかマグネシ

ウム等の金属を利用した空気電池があるが研究開発中である。

　【鉛蓄電池】

　負極に鉛、正極に二酸化鉛、電解液に希硫酸を用いた昔ながらの蓄電池。最近まで技

術の開発が続き、現在では耐用年数が大幅に伸びて 17 年、充放電回数も 3,000 回以上

になってきている。重量が重くコンパクト化できないとか、エネルギー密度が小さい、

電極が劣化しやすい、放電深度を高めると寿命が短くなる、といった欠点が指摘されつ

つも、価格は kWh 当たり 50,000 円程度で一番安く、比較的安全なため広く用いられて

いる。

【ニッケル水素電池】

　負極に水素吸蔵合金、正極に水酸化ニッケルを用い、間にＰＰ不織布をセパレータと

している蓄電池で、アルカリ乾電池と同じような形状で作られている。内部抵抗が小さ

いため高速充放電が可能だが、満充電時に大きな発熱を伴うため温度管理が重要である。
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コンパクト化にはやや問題もあるが大容量化がある程度可能（単体で 100Ah が限界？）

という。現在は「ギガセル」という製品名で主に路面電車用に利用されているがそれ以

外の産業用には普及は進んでいない。価格は水素吸蔵合金が高く鉛蓄電池の 2倍程度と

高いほか、耐久性が 5 ～ 7 年で、鉛蓄電池の 17 年に比較して見劣りがし、結果的に経

済性が低いというハンディも指摘されている。

【ナトリウム硫黄電池】

　略してＮＡＳ電池と呼ぶことが多い。負極にナトリウム、正極に硫黄を使用し、電解

質としてナトリウムイオン伝導性を持つ固体電解質のベータアルミナと言うセラミック

スを利用している。

　大容量化に優れていて、すでに電力会社の変電所で利用されたり、風力発電所での系

統連系安定化用に利用されている。kWh あたりの価格は 40,000 円程度で一番安く、耐

久性を示す充放電回数も 3,500 回で蓄電池の中で一番多い。一方、製品の最小単位がモ

ジュール単位では 50kW だがシステム出力ベースでは 2,000kW 以上 (kWh ベースでは 7.2

時間率で 14,400kWh) となっているため、小～中規模容量の需要には対応が困難という

問題がある。(因みに今のリチウムイオン電池商品例の最大単位は 15kWh である )

　また内部のセルの作動温度環境が 300℃と高温なため、高温環境を維持できないと使

えない。ナトリウムを使っていることから火災発生例があったが、現在ではこの問題は

解決し、生産が再開されている。

【リチウムイオン電池】

　負極に炭素、正極にリチウム含有金属酸化物、電解液に有機溶媒にリチウム塩を溶解

したものを利用している。充電時には正極からリチウムイオンが放出されて電解液中を

移動し、負極の黒塩系炭素に吸蔵される。放電時はこの逆になる。ただ電解液は直接充

放電反応には関与しない仕組み。

　コンパクト化が可能、急速充放電が可能、寿命も長いという特徴がある半面、コスト

は非常に高く、製品価格も kWh あたり 200,000 円と最も高い。その理由は正極材に高価

なコバルト酸リチウムを使っているからで、このコストを下げるため、現在ではリン酸

鉄リチウムを用いるようになり、徐々にコスト、価格も下がってきている。

　課題は充放電管理で、過充電過放電に弱く、単電池ごとの電圧管理が必要で、そのた

めに高い制御技術が要求される。また過充電で極にて化学反応が起き、イオンの移動が

できなくなって機能不全になることや、電解液に引火するなどの事故があったが、現在

では電解液の引火温度を上げるとか、極の材料構成を変えるとか、制御システムの高度

化等で不安は解消されつつある。
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　(3) 定置型蓄電池の補助制度

　経産省は 2012 年 7 月に発表した「蓄電池戦略」において、リチウムイオン電池の

将来性に着目、その普及を支援することになった。既に経産省は 2012 年 3 月から定

置型のリチウムイオンを導入する家庭や企業を対象にする助成制度を開始した。住宅

の場合は上限 100 万円、事業所は上限 1億円の範囲内で機器費の 1/3 を補助するとい

うもの。東京都や静岡県も助成制度を始めている。

　対象となる蓄電池は電池工業会などが策定する安全基準を満たす必要があり、すで

に 12 社の製品が認定された。

　ただ補助制度を利用しても、価格は依然高く、夜間に割安な電力を利用して蓄電し、

日中の電気料金が高い時間帯に放電利用しても、費用の差額だけで投資の回収はまず

困難である。本格的な普及時には経産省が目標としている 2.3 万円 /kWh（代替する

揚水発電と同額）に近づくことが必要だろう。

7．太陽光発電システム導入の手順 (一般論 )

　太陽光発電システム導入の場合の一般的な手順を以下に掲げた。 

　基本的なことは、導入ニーズの発生から、導入が完了するまでの間に発生し、あるいは

必要になる業務の最小単位＝ＷＢＳ＝ワークブレークダウン・ストラクチャーを徹底的に

洗い出し、これらを時間軸に沿って慎重に流れ図に表現することである。それがプロジェ

クトを展開する最初の手順になる。

　時間軸に沿ってＷＢＳを配置する場合の原則は ｢原因と結果 ｣の順序を間違えないこと

である。この順序で不手際があると、以降の作業工程に大きな影響をあたえる恐れが生ず

る。一般にはプロジェクトの関係者が全員集まって、ブレーンストーミングにより、最小

業務単位を洗い出す作業から入る。
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8．太陽光発電システム導入へのステップの具体例

　　　（ある県内教育委員会での事例）

ステップ１：Ａ町の太陽光エネルギーの把握

　・把握するのは直達日射量＋散乱日射量＝全天日射量（日照時間ではない）

　・データは日本気象協会が国の機関から委託を受けて全国 801 地点で調査

　・その中にＡ町は含まれていないがＤ市が含まれていて援用利用できる
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　・データは１日１㎡に降り注ぐ全天日射量をＭＪ /㎡・日で表示

　・1kcal ＝ 4.19MJ または 1kWh ＝ 3.6MJ なので、通常はこれで換算して用いる

　・データは方位（真南からのズレ）、傾斜角（水平面からの傾き）月平均値、年間平均

　　値で表示

　・この段階で kWh に換算しても、それは自然界のエネルギーの値でまだ太陽光発電量に

　　はならない

ステップ２：Ａ町の太陽光発電可能量の計算

　・Ｄ市のデータでは年間平均でもっとも日射量を得られるのは方位角 0°

　　＝真南向き、傾斜角 30°で測定した 13.9 ＭＪ /㎡・日、Ａ町も同様

　・電力量の単位 kWh に換算すると、13.9 ÷ 3.6 ＝ 3.861kWh/ ㎡・日

　　更に年間では 3.861 × 365 日＝ 1,409kWh/ ㎡となる

　・一方、太陽電池の最大公称能力は 1㎡あたり１kW の太陽光を照射した時の発電出力。

　　自然界で 1,409kWh/ ㎡照射されると、1,409kWh ×発電出力の発電量がえられる

　・最大公称能力 20kW の太陽電池を導入すると、年間発電量は

20kW × 1,409kWh/ ㎡＝ 28,180kWh/ 年

　・ただしこれが利用できる発電量にはならない

ステップ３：太陽光発電利用可能量の計算

　・太陽電池の発電量は電池表面（セル）の温度で増減し、電池のタイプ

　　（結晶系か非結晶＝アモルファス系か）により異なるので温度補正が必要

　・補正係数の計算式は

　　結晶系の場合：1－（セルの表面温度－ 25℃）× 0.004

　　アモルファス系の場合：１－（セルの表面温度－ 25℃）× 0.002

　・Ａ町の場合、大凡の目安は、冬季＝ 0.9、夏季＝ 0.8、中間季＝ 0.85 を掛けた値が温

　　度補正後の太陽光発電量になる

　・太陽光発電電力は直流、これを交流にして使うため「パワーコンディショナ」を利用

　　する。ここでロスが大凡 8％位発生する。

　・その他、受光面の汚れ、配線の抵抗、システムロスなどで 5％位発生

　・最終的には 25％前後が失われ、利用可能な電力量は発電量の 75％位に

ステップ４：変換効率、発電効率の正しい理解

　・発電効率（専門家は変換効率と言う）は、太陽光が真上から 1㎡に照射した時のエネ
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　　ルギーを 1kW としたとき、1㎡の太陽電池が何 kW 電気に変換できるかを示したもの

　・発電効率が高ければ、同じ電力を得るのに太陽電池は少ない面積でＯＫ

　　発電効率が低いと、より多くの面積が必要に

　・発電効率の良し悪しはパネルの面積の大小。これは据付る架台の大小に関係し、工事

　　費の大小に関わってくる

　・このことから、例えば 20kW を前提として設計する場合は、発電効率の良し悪しはパ

　　ネルの必要枚数と架台の大きさを決めるだけになる

　・発電効率の良いパネルは概して高価、したがって発電効率の良し悪しはシステムの経

　　済的な良し悪しには直結しない

ステップ５：太陽電池パネルの重量と面積

　・太陽電池パネルはタイプも種類もメーカーごとに出力単位当たりの面積や重量はバラ

　　バラ！（下記は一例、日々変動）

　・したがって、設置場所の事情に合わせてパネルを選ぶこと

ステップ６：屋上や屋根の強度を確認

　・20kW の太陽電池パネルは軽いもので 1.4 トン、重いものは 3.2 トンで据付架台、架

　　台基礎を加えると 1.5 倍以上に

　・積雪荷重はＡ町の場合はあまり心配はない？　

　　問題は風荷重。悪天候時には 3,000N/ ㎡ ( 約 300kgf) 前後の荷重も
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　・建築基準法では学校の屋上に要求される積載荷重値の最低値は：

　・校舎建築設計時の耐荷重データをチェックする必要

　・合わせてパネル据付架台のレイアウトや固定法の事前検討も必要

ステップ７：太陽電池パネルのまとめ方

　・パネル 1枚の発電時の電圧は一般には 30V 前後で直流

　・直流を交流に変換するパワーコンディショナの入力電圧は 230 Ｖ程度なのでパネルを

　　直列にして電圧を 230 Ｖ程度にまとめ、あとは並列にして容量を整える ( ぴったり

　　20kW にはならないだろう )

　・20kW であれば、10kW を 2 系列にし、10kW のパワーコンディショナ 2 台を配置すると

　　よいだろう。万一の場合　1系列だけでも運用できるように

　・パワコンは 10kW 機が量産化されていて経済的なのも理由。1 台のパワコンの修理点

　　検時にも 1系列は運用できる

　・2系列にすれば分散配置も可能　設置場所の制約が小さくなる

ステップ８：太陽光発電システムの運用

　・太陽光発電システムは、一般には電力会社の配電線に繋いで運用される

　・電力需要に比べて発電量が多い場合は配電線に逆流＝売電（これを「逆潮流」という）

　　させ、足らない場合は配電線から受け入れる＝買電

　・配電線で停電が起きた時は、太陽光発電が配電線に逆流していかないように、遮断器

　　で両者を切り離す

　・この一連の運用を「系統連系運用」といい、法律で定められている

　・系統連系は電力会社との事前協議で定められる

　・電力会社の配電線からまったく独立して運用（「単独運転」という）する場合は蓄電

　　池で需要と供給を一致させる

ステップ９：太陽光発電システムの災害時運用

　・太陽光発電システムは、一般には電力会社の配電線に繋いで運用されるが災害時には
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　　配電線とは切り離し単独運転になる

　・電力需給は「同時同量」が大原則。したがって不規則不安定な太陽光の電力供給バラ

　　ンスを整えるために蓄電池を併設する必要あり

　・学校施設の全電力負荷を蓄電池に任せるのはあらゆる面で得策ではない。

　　必要最低限の電力供給を行うための校内別系統配線がのぞましい

　・Ａ町のプランでは 16kWh の蓄電池併設を前提としている。

　・災害時必要最低限の電力需要量は 1 日 30kWh 程度、20kW の太陽電池からは平均して

　　50kWh/ 日程度の供給が見込まれ、これと蓄電池でほぼ必要量を賄える（気象条件で

　　変動）

ステップ 10：蓄電池についてひとこと（その１）

　・Ａ町の基本プランで想定されている蓄電池の容量は 16kWh

　・16kWh の意味は、1.6kW の電力を 10 時間分貯められる、あるいは 3.2kW の電力を 5時

　　間分貯められる、という意味（前者は 10 時間率、後者は 5時間率 )　16kWh の設定根

　　拠は不明

　・蓄電池は容量を全部使い切ることはできない。残量が少なくなると電圧が下がって利

　　用困難になる。一般には 70％位まで

　・蓄電池には古くからの鉛蓄電池、新顔のリチウムイオン電池、そのほかニッケル水素

　　電池などがあるが、Ａ町での検討対象は鉛電池かリチウムイオン電池になろう

　・鉛蓄電池は安定しているがリチウムイオン電池はメーカーが群雄割拠しており、国産

　　や中国製が入り乱れていて市場での変動が激しい

ステップ 11：蓄電池についてひとこと（その２）

　・鉛蓄電池の最新型は耐用年数 17 年、メンテナンスフリー、国内大手企業が供給して

　　いて品質、保証面で安定、取扱も容易、価格は安い

　・鉛蓄電池の弱点は充放電のエネルギー効率が相対的に小さいこと

　・リチウムイオンの特徴は充放電のエネルギー効率が高いことのほかエネルギー密度が

　　高く、急速充放電ができること

　・リチウムイオン電池の弱点は価格が鉛蓄電池の 10 倍以上で、過充電や過放電に伴う

　　リスク（電解液発火）があり高い管理レベルが必要なこと

　・ただリチウムイオン電池の開発競争は激しく、数年以内には品質や価格面で安定する

　　ので、将来性がある
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ステップ 12：災害対応型パワコンについて

　・災害対応型のパワーコンディショナは単に直流・交流の変換と系統連系機能だけでは

　　なく、蓄電池との充放電機能を備えているものが必要

　・そうなると太陽電池～パワコン～充放電装置～蓄電池の 4 機器が機能上システマ

　　ティックに整合性が取れていることが重要

　・バラバラに調達して組み合わせると、不具合発生時に責任境界が曖昧になり、最悪の

　　場合システム機能不全に陥る

　・もっとも大切な機能連系はパワコン～充放電装置～蓄電池の箇所であり、この部分は

　　1社のメーカーの責任範囲とすることがのぞましい

　・導入後の不具合調整も多々起きる可能性があり、外国製やベンチャー企業製の採用に

　　は慎重を期すことがのぞましい

付記：太陽光発電電力の「見える化」について

　・太陽光発電を導入した場合、校内の発電電力や電力消費状況をパネルでリアルタイム

に表示し、例えば「今の太陽光発電電力は 12kW, 一方校内の電力消費は 27kW, 差引

15kW を東北電力から購入中」といったふうに表示することができる。

　・データ送信システムを利用すればタブレット端末にも表示できる

　・同時に、つぎのようなデータも表示できる

　　　　　□契約電力 kW に比べて今月のピーク電力 kW は？

　　　　　□昨年同月に比べて今月の電力消費量 kWh は？　省エネになった？

　　　　　□気象条件の変動で電力の需給バランスはどう変動する？

　　　　　□蓄電池にたまっている電力はどれくらい？

　　　　　□省エネアクション（たとえば照明を減らす）を起こしてみて電力消費はどう

　　　　　　変わり、金額でいくら節約になる？

　・太陽電池を導入して「見える化」をすすめると、ピーク電力の逓減傾向が現れること

　　が多く、これにより契約電力の削減、基本料金の削減効果がみえてくる

９．太陽光発電導入の経済性

　住宅の場合であるが、導入した太陽光発電システムからの発電量のうち、自分の家で消

費できなかった余剰分を 42 円 /kWh( 税抜きでは 40 円 /kWh) で電力会社に売電できる制度

が 2012 年 7 月から始まった。

　この制度のもとで、一般家庭での導入の経済性はどうなるかを紹介する。

　まず、最初に注意しなければならないのは、余剰電力の把握の仕方である。消費者は毎

月電力会社から送られてくる『電気ご使用量のお知らせ』でその月の売電量＝余剰電力発
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生量を知ることができるが、把握の仕方にまだ誤解があるようだ。

　余剰電力とは、太陽光発電量から自家消費分を差し引いたものであるが、その把握は瞬

間的に電力積算計が積み上げていく方式であるから、1 日の太陽光発電量よりも 1 日の自

家消費電力量のほうが多くても余剰電量は発生する。決して期間を区切った集計値の差で

はないことに注意しなければならない。

　もう一つの誤解は、電力会社が買取る 42 円の余剰電力の金額がそのまま国民の負担と

して課金される、という誤解である。電力会社は太陽光発電を調達すればその分自社の発

電設備からの発電量を減らせるので、燃料代（業界用語では［焚増し代］と呼ぶ）が減ら

せる。この金額が 6 円 /kWh と言われているので、42 円から 6 円を引いた 36 円 /kWh が国

民負担になっているということになる。

　【設置費用と補助金】

　家庭用太陽光発電システムを設置する場合の費用は、2012 年 4 月から 12 月までの平

均でみると、発電出力 1kW あたり 48 万 4000 円という統計値がある。一般的な 4kW のシ

ステムの場合 200 万円程度の費用がかかる。

　普及を後押しする補助金制度もある。ひとつが国による補助金で、1kW あたり 55 万

円以下の事業費であれば、1kW につき 3 万円、4kW では 12 万円が補助される。1kW あた

り 47 万 5000 円であれば 3万 5000 円になる。

　事業費単価が下がるほど補助金が増えるのは、システム業界のコストダウンを促し、

普及を後押しする狙いがある。

　都道府県ごとに補助金がでる場合もある。東京都の場合は 1kW あたり 10 万円なので、

4kW で 40 万円の補助金が出る。

　仮に補助金を 3 万 5000 円 /kW、4kW で 14 万円とし、システム価格を 47 万 5000 円 /

kW、4kW で 190 万円とすれば、自己負担額は 176 万円になる。

　【導入のメリット】

　2013 年 3 月までに家庭用の 4kW を導入した場合のメリットを計算してみよう。

　福島県内、屋根の方位角 0°（真南）、傾斜角 30°で年間に 4kW のモジュールが取り

込める発電量は、

13.9MJ/ ㎡・日× 365 日÷ 3.6MJ/kWh × 4kW ＝ 5,636 kWh/ 年

である。

　これから外気温温度補正分　699kWh/ 年、インバータ損失分　390kWh/ 年、その他損

失分 244kWh/ 年を差し引いた 4,303kWh/ 年が実際に利用できる有効発電量になる。だか

らモジュールベースの発電量の 3/4 程度しか利用できないという計算である。

（詳細は演習のテキストを参照）　

　さて、家庭用に太陽光発電を導入した場合の余剰電力発生割合は平均 60％くらいと
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見られている。60％とすれば、

　　　　　4.303kWh × 60％＝ 2,582kWh/ 年

が 42 円で売電できる量になり、残りの　4,303kWh × 40% ＝ 1,721kWh/ 年は電力会社か

らの購入量を減らせることになる。

　家庭用電気料金の従量料金の平均値を仮に 22 円 /kWh とすれば、年間で節約できる電

気料金は、

　　　　1,721 × 22 円＋ 2,582 × 42 円＝ 146,306 円 / 年

となり、銀行利子を含む諸経費をゼロとすれば、176 万円の初期費用は、

　　　　1,760,000 ÷ 146,306 ≒ 12 年

で回収できる計算である。

　しかし実際には、システムをより安く調達できたり、補助金の額も地方によっては増

える場合があるので、事業費の回収期間はより短くなる可能性もある。

　また、現実的には、収益を減らす要因が多々発生し、上記のようになることはまずな

いであろう。それが現実の姿である。

【リスクヘの対応】

　太陽光発電の収支計算で見落としがちなのは次の点である。

■パネルの出力は年々低下する。メーカー保証があるが様々な条件付きで判断が難し

　いが、発電量減少で収入が下がる傾向は不可避と考えてよい。

■パワーコンディショナの耐用年数は 10 年程度であり、それまででもメンテナンス

　に費用が発生する。

　こうした諸問題については、この概論コースの後半で紹介される。

会場で配布予定の参考資料

■一般社団法人太陽光発電協会からの「太陽光発電システムの調達価格、調達期間への要

　望」

■要望に対する政府の「調達価格算定委員会の取り纏め案」

■太陽光発電の運用・系統連系
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（図表出典：経済産業省：太陽光発電システム等の普及動向調査）


